
 

「農林水産省関係福島復興再生特別措置法施行規則及び農地中間管理事業の推進に

関する法律施行規則の一部を改正する省令」について 

 

令和８年９月 

 

１ 改正の経緯・概要 

⑴ 農林水産省関係福島復興再生特別措置法施行規則（平成 24 年農林水産省令第 33 号。以下

「農水省福島特措法施行規則」という。）第３条第７号及び農地中間管理事業の推進に関する

法律施行規則（平成 26 年農林水産省令第 15号。以下「農地バンク法施行規則」という。）第

14条第８号では、農地中間管理機構による賃借権の設定等を受ける者が「耕作又は養畜の事

業に必要な農作業に常時従事すると認められない者」から除かれる場合の一類型として、農

業近代化資金融通法施行令（昭和 36 年政令第 346 号。以下「令」という。）第１条第５号、

第７号及び第８号に掲げる法人が、農業用施設の用地として利用するために、対象土地に賃

借権等の設定を受ける場合を定めている。    
⑵ 今般の農業近代化資金融通法（昭和 36年法律第 202号）の改正を踏まえ、令第１条第８号

を「同条第８号」と「同条第９号」に分離して規定することとした。 
⑶ このため、農水省福島特措法施行規則及び農地バンク法施行規則において令を引用する箇

所についても、令第１条第８号を同条第８号又は第９号に改める所要の手当を行うこととす

る。 
 
２ 今後のスケジュール 

施行 令和８年 10月１日（農業近代化資金融通法施行令の一部を改正する政令の施行の日） 
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 農林水産省経営局金融調整課 

 03-6744-2169（内線 5247） 

 




